















































































































「人間 ー 自然生態系」という新しい世界観に置き替わる。 そこでは、 真の豊さの探究と同時に⑨
地球でともに生きる他者の存在をどう捉えるかがテ ー マとなろう。

















































行する。 これについて、 金谷は、 FAOとユネスコによる開発教育の研究報告の内容を評して
「第三世界の諸国といわゆる南北問題についての知識学習たけては、 開発教育として不十分であ
って、 児童生徒をして、 学校内外の不平等に気づかせ、 態度を変えさせてゆくものにまで広かる
ものでなければならないとしているのである。* G l」と述べている。
そこで、 開発教育などGLOBAL ISSUESを扱う敦育分野では教育方法の改革か主張されることか










2 - 4 他の教科、 教科外での導入
これまでみてきたように、 開発教育の内容を社会科が吸収してゆくことは論理的には可能であ
るが、 実践では困難である。 そこには、 他教科と連携することによって、 克服できることも多い








になりがちであり、 体系化されたプログラムの中で位置づけることか望ましい。 なお、 筆者の勤










ア人生徒2名から体験談を聞き、後半はカンボジ了のケ ー キを食べたり、 ビデオを見ながら懇談
するというものであった。
2人は難民としてカンボジアの戦火をくぐり抜け、国境を越えてタイヘ入り、難民キャンプで
生活し、 来日した経歴をもっている。 生徒たちにとって同世代の二人の戦争体験は一種のショ ッ







この交流会当日までに、構内でさまざまなキャンペ ー ンが行われた。 教科としては事前に勉強
会を2回持ち、 インドシナの歴史、難民問題の概略を説明した。 これとは別に、分掌の図書視聴













ない。 また参加生徒か20名というのは少ないではないかという意見もある。 ただ、 開発教育の導
入について、 この実践から学んだことはその準備の過程にあったと考えている。
3 - 2 交流会の実施までの経緯
この実践は赦科主催の授業外の行事として行われた。 学校現場ては、 生徒の有志を散職員が学
校外の集会等に引率、 参加することや教戦員個人か学校内の企画の主催者になることか好まれな
いことを考慮した結果である。 しかし、 新しい行事を行うには煩雑な手続きを要する。 人選から
資料提供などさまざまな面で協力をお顧いした定住難民へのボランティア活動を行っているNG
0 (非政府機関）について、 政治性、 営利性への誤解を解く必要かあった。 この他にも、 会の趣
旨、 予算の出所なとをはっきりさせ、 いろいろと根回しもしなければならなかった。 その上で、
社会科の教科会で教科主催の了承を博て、 職員会議での了承、 蒼理職の理解を得る必要があった。
このような手続きの煩雑さや慎重な姿勢は、 公教育の責任に基づくものである。 しかし、 新しい
実践の導入のボトルネックになることも同時にある。 教職員か煩雑さ故に実践に対して消極的に
なるからである。
その一方で、 交流会などの行事は、 高等学校教育に開発教育を導入するときに、 このような手
続きを踏むことによって、 授業実践にはない積極的な役割をはたせることも実感した。 第一に一
連の手続きは、 他の教載員へのPRになる。 筆者の印象として学校のスタッフの中で、 国際交流
や第三世界の問題への関心は高い。 ただし、 教職員の集団の中では、 お互いの教育内容や教育方
針に不干渉なことか多く、 話題となることは関心の高さに比べ非常に少ない。 個人的な授業実践
は可能だが、 同時によい実践か普及してゆかない原因にもなる。 したがって、 根回しする中で、
あるいは職員会議の中で、 初めて、 いろいろな先生の話を聞くことができたわけである。 第二に、
このような手続きによって企画の規模を大きくし、 多くの教職員の参加につながるという意義が
ある。 特に前述の図書視聴覚部の協力である。 図書視聴覚部の行った「アジア月間」のキャンペ
ー ンは依頼したのではなく、 全く予想していなかったことであり、 主催した社会科の勉強会より
もはるかに内容豊富であり、 学校全体を盛り上げた。 このようなことは、 学校という社会ではな
かなか起こらないことのように思えた。 これも企画を学校レベルに広げたからこそできた収穫て
あった。 そして、 最後に、 このような手続きを経た学校レベルの行事か、 その学校での開発教育
の定着へつながる効果を持つのではないかという印象をもった。 特に公立学校では転勤か多いと
いうことで、 できるだけ多くの教峨員が企画段階から開発教育的な実践に参加することがなけれ










なく実施できた。 また、 NGO側の協力も非常に好意的であった。 前述の通り、 NGOの政治性
や営利性への誤解をとく際は、 苦労することもあった。 しかし、 これもNGOへの理解を深める
という意味もあると考えると重要な事と思われる。













導入にあるのではなく、 むしろ、 実践現場での問題か大きい。 原因や解決方法に定説がないGLOB
AL ISSUESの扱い、 また経験主義的な手法をとるために現在の受験体制に適しないため、 社会や
現場の支持か得られないおそれがある。 また、 開発教育は学校の教育課程の中に体系的に導入さ
れる段階にはないわけで、 知名度が薄く、 また、 現場の対応として慎重な姿勢をとられやすい。








印象を持った。 手続きさえ踏めは実施可能てあるし、 毅職員に対してもPR効果かあり、 実践校
へ定着してゆくきっかけとなるからである。
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